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米国ホーム・ルールの法的機能と今日的意義
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はじめに

国内では、地方自治制度改革に向けて議論が進展しつつある。特に市町村合併をめぐる議論がか

まびすしい。合併による自治体規模の拡大による経営効率向上の点に注目が集まっている。一方で、

必ずしも自治体の規模にかかわらず、地方分権の進展による自治体の独自施策策定の動きが活発化

し、それを制度的観点から具現化するという政策法務の深化もみられる。このなかで、自治体が住

民、地元企業などと連携あるいは協働しつつ、独自に自らのあり方を決める「自治基本条例」制定の

動きが一部にみられるようになっている。1ただ、自治体の法的権限は、憲法はもちろん地方自治法

などさまざまな国法や政省令があるために、自由な発想による自治体の活動分野および活動方法を

設定する余地が大きいとはいえない。2

本稿では、日本国内での自治基本条例制定の動きに関連し、本条例の内容ならびに国法のあり方、

本条例運用の環境整備等、諸課題を検討するにあたり示唆を得るため、自治基本条例の母国である

米国ホーム・ルールをとりあげる。3 ホーム・ルールについてはその歴史的意義を中心に優れた学術

的研究が多数行われている。本稿は、これらの成果を踏まえ、ホーム・ルールの成立過程、制定プ

ロセスおよび法的機能を素描したうえで、その現代的意義につき検討を加えるものである。

1. ホーム・ルールの成立過程4

ホーム・ルールが生まれた背景には、もっぱら州との関係で地方政府がどのような位置づけを有

するべきかに関する議論があった。5 これは南北戦争を境に生じた米国地方自治の「暗い一章（agloomychapter

）」を端緒とする。

この時代には、州議会が、地方自治体の組織や事務処理の細部に至るまで規定するほか、特別行

政機関を設置し、州の任命する官吏が地方的事務を行い、あるいは地方自治体自体を廃止するなど、

州による地方政府の行政活動への過剰な介入が行われていた。6州の過剰な介入の法的根拠は、「ウ

ルトラ・ヴァイアリース原則(ultravires）」であり、地方政府が事務を処理するにあたり、憲章(charter

）あるいは州法によって、地方政府に事務処理権限が授権される必要があったことが大き

い。ウルトラ・ヴァイアリース原則は、いわば公法人たる地方政府そのものに内在する制約であっ
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た といってよい。

これに加 えて、この時期 の判例理論として以降の地方政府 の権限の制約 に大 きな影響を与えたの

がディロン・ルール(Dillon'sRule) である。19 世紀 はじめにはStetsonV.Kempton 事件の際に地 方

政府が「州 の創造物」であるという言い方がなされていたが、ジェームズ・ケント裁判官がさらに

これを一般的呼称 として広 めた。7 そして、アイオワ州のジョン・ディロン裁判官が、地方政府の権

限に関する厳格な解釈基準 を示した。 すなわち、地方政府 は、第一に、明示的 に州法の規定 に列挙

されている事項、第二に、列挙されている事項に必然的あるいは明瞭に含意されているか、または、

列挙されている権限 に付帯する事項、第三に、地方政府が明示した目的の達成にとって本質的かつ

不可欠に重要な事項のみを行使で きる。権限の存在に関し て、客観的、合理的、実質的 な疑義があ

る場合 には、裁判所により地方政府に不利 に判断されて権限は否定される。8このような司法プロセ

スにおけ る判例理論の流れは、地方政府の法的権限の制約 に向かった。

一方、19 世紀末から20 世紀 はじめにかけて、州により地方政府への干渉を制限するために法解釈

論 も展開された。一つには、地 方政府の自治的権限を「固有権」として把握する解釈論であり、「純

粋 にあるいは基本的 に地方的 な事務」 について固有 の自治権 として把握する。 この固有 の自治権 に

より州議会の権限を制限するものであった。しかしながら、連邦最高裁判所は、Barnesv.DistrictofColumbia

事件9 において、地 方自治体 は州の一部門 として、州議会の権能を優位に位置づけたほか、CityofTrentonV.StateofNewJersey

事件10 では、地方政府が州の立法的統制の及ばない固有権 を

有しない、とし て、不文の州憲法原理 としての固有 の自治権を否定した。n ここにおいてディロ ン・

ルールの地方政府 に関する厳格な解釈法理が確立し、現在に至 るまでその地位をゆるぎない ものと

している。

このように固有の自治権 については司法過程で否定されたため、新たに都市の住民が州議会 に対

する抵抗手段を必要 とするようになり、自治権を州政府に向かって訴えるに至った。 これが、州議

会の支配に制限を加えるために州憲法の改定を求めたホーム・ルール運動である。12やがてその運動

が制度上 も具体化され、1875 年にミズーリ州憲法において、人口10 万人以上の都市が、州憲法およ

び州法 に違反しないことを条件に、自ら憲章を制定するこ とを認めるに至った。以 降、カリフォル

ニア州、ワシントン州、ミネソタ州などと続き、現在で はおよそ40 州でホーム・ルール憲章の制定

が行 われている。

2 ． ホ ー ム ・ル ー ルの 制定 手 続 と法 的機能

本章では、ホーム・ルールの制定プロセスと法的機能、特に州の法規範との調整に関して素描す

る。

（1) ホーム・ルールの制定手続と制度的保障

制定手続きについては、ホーム・ルール制定権を認める州では、それぞれの州憲法あるいは州法

の規定に詳細が示されているのが通常であり、組織法として、“citycharter" あるいぱhome-rule
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charter"として条例化される。

制定に当たっては以下のようにおよそ5 つの要件がある。13第一に、地方政府であること。都市(city)

であることが一般であるが、町(town)や村(village)である場合でも認められるのが通常である。

特別区(special-district)に関しては、ホーム・ルールの制定は認められていない。14近時のホーム・

ルールを制定する地方政府の大半は、郡(county)であるといわれる。というのも、これまで郡は州の

下部組織としての位置づけがなされていたが、都市の抱える問題が次第に従来の市の行政区画を超

え複雑化するに及び、郡の地位と機能が変質しているからだといわれる。15第二に、一般に最低人口

規模要件をみたすこと。2000人から10,000人程度までと要件には開きがある。オハイオ州のように最

小人口を定めていない州もある。第三に、当該地方政府の権限と責任を規定したホーム・ルールが

準備されていること。憲章の起草は、地方政府内の有権者から選ばれた委員会により行われる。第

四に、憲章の起草委員会により作られたホーム・ルール案が、有権者の投票により承認されること。

第五に、ホーム・ルールを認めるすべての州ではないが、ホーム・ルールの制定にあたり州の関与

を認める場合がある。州知事の署名や州議会の承認である。たとえばミシガン州では州知事への提

出が義務付けられているほか、カリフォルニア州では州議会の承認を必要とする。ウェスト・ヴァー

ジニア州では司法長官の( 賛成) 意見が必要とされる。以上の手続要件は、ホーム・ルールの改廃

の場合でも要求されるのが一般である。

なお、州法の規定に基づいてホーム・ルールが定められる場合の手続きは、州憲法の規定によっ

て定められる場合と同様である。16

ここでホーム・ルールによる地方自治の制度的保障という観点から手続きをみると次のようにな

る。17ホーム・ルール制定における権限付与の法形式で見た場合、ホーム・ルールの制定につきなん

ら州議会の立法措置などを必要としない「自動執行型(self-executingtype)」や、州議会に対してホー

ムリレールを有効なものとするための一定の措置を義務付ける「法的義務型(mandatorytype) 」は、

地方自治の制度的保障という観点から優れている。これに対して、州法によってホーム・ルール制

定を認める場合には、法律による改廃が可能であることから制度的保障の観点からは問題があり、

また、仮に州憲法によりホーム・ルール制定権が与えられている場合においても、州や知事の関与

がホーム・ルールの有効要件であるような場合には、保障の度合いは低い。

（2） ホーム・ルールの法的機能（州の規範との衝突と調整）

それではホーム・ルール憲章を制定した場合に、法的機能はいかなるものであろうか。まず前提

として、既述のように連邦最高裁で固有権としての自治権が否定されたこともあり、ホーム・ルー

ル制定権は、地方政府の固有の自治権を実定法化したものではなく、地方自治の制度的保障として

州憲法あるいは州法によって地方政府に認められた権能である。18

州憲法あるいは州法によりホーム・ルール憲章が定められた場合に、一般的な法律効果としては

以下のものがあげられる01920 第一に、「州憲法上」のホーム・ルール憲章に基づく場合には、州の

憲法自体が、地方政府による「地方的事項」("localaffairs"）に関する行政事務の執行に必要な一切
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の権限の行使を認める。後述するように、一般に地方的事項が抽象的定め方であるがために、実際

には司法過程で具体的な地方的事項の範鴫が解釈により定められるところである。なお、カリフォ

ルニア州などでは、ホーム・ルール憲章の規定が、地方政府に一定の事項を授権するのではなく、

むしろ地方政府の活動分野の制限規範としての役割を持っている。21第二に、同様に州憲法上のホー

ム・ルールを制定する適格を有する都市は、特に州の一般法あるいは地方政府自身の憲章により禁

止されていない限り、一般的あるいは州全体の関心事項に関しても立法化することが可能である。

第三に、「州法上」のホーム・ルール憲章のもとでは、ホーム・ルールを定めている都市は、少なく

とも自身の定めた憲章に含まれ、かつ、州法により権限付与された事項につき権限行使する法的地

位を有する。第四に、州憲法上および州法上双方に共通な点として、基本的に地方的関心事である

分野の地方政府の条例であり、かつ、州法と地方政府法とが矛盾し規範が衝突する場合には、地方

政府の条例が優先する。第五に、州の中には、ホーム・ルールは基本的な地方政府事項について、

州の監督(control)を「一切」認めないこととし、かつ、これらの基本的な地方政府事項に関する州法

は、仮に州法と地方政府の条例との規範の衝突がみられない場合であっても、ホーム・ルールを定

めている都市に対しては適用されない、とするところも少数ではあるが存在する。第六に、州議会

は、ホーム・ルールを制定している都市に対しても、当該都市の同意を条件に、特定の地方政府に

適用される特別法を制定することがある。

もっとも、このように一般的にはホーム・ルール制定の法的効果を整理できるとしても、現実に

は問題が多かった。かかる法的効果を有するホーム・ルールで定められる具体的事項については、

州憲法あるいは州法に「地方的事務」(あるいは「地方的事項」)として規定されることが多い。し

かし、現実にはこのような抽象的文言で、発生するさまざまな事象を規律することは困難であり、

裁判所による司法的解決に委ねられてきたからである。すなわち、裁判所は、時々において、経験

則(ruleofthumb) 的に“governmental-proprietarytest"を実施して限界事例を処理してきている。

ここで地方的事務をあえて一般化すれば、次の項目がホーム・ルールの射程として地方政府の排

他的領域と捉えられるであろう。22法人化される当該地方政府の区域と領域の確定、地方政府の組織

形態、23職員の任命・選挙、課税・予算・財産取得・資産評価・財務管理等の財務的事項とその組織・

手続、メリット・システム24と人事管理、憲章の改廃、住民発案(initiative)・住民投票(referendum)・

住民解職(recall) の採用、都市計画・ゾーニング・住宅・都市再開発・公益事業規制などである。

一方、州政府が規範的に優位に立つ分野も多い。酒類、ギャンブル、風俗などの分野は、州全体

で統一的な規制をかける必要が認められる。25地方的事項ではなく、州全体の関心事項であるという

点がひとつの限界線である。また、地方政府の合併や刑法犯の有罪判決における控訴などについて

も、州の行動領域であるとされる。

3 。 ホ ー ム・ ルー ルの 現 代的 意 義

本章では、前章で論じた法的機能を前提に、ホーム・ルールを制定するメリットおよびデメリッ
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ト、さらに現代的意義について論じる。

（1) ホーム・ルールの得失Zimmerman

教授は、26ホーム・ルールの功罪を以下のように分析する。長所としては、州議会の

関与を排除するか大幅に低減できること、市民が自ら地方政府の形態や行政組織を決定可能である

こと、州議会が州の問題に専念できること、市民の発言権の拡大により地方政府の課題への関心が

増すこと、をあげる。また、短所としては、ホーム・ルールの改正により地方政治が不安定になる

こと、投票用紙が長くなること、州の干渉を免れた政党幹部が濫用可能な自由を得ること、大都市

問題の解決が困難となること、をあげる。ホーム・ルール制定に対する反対論は、自治体住民の判

断能力に対する不信に帰着するが、かつて政党マシーンとそのボスが政治勢力の中心となって市政

を支配していることが一般的であったという歴史からみると、この指摘はあながち不当とはいえな

いところがあろう。27

このような欠点に加えて、主役であるはずの市民の地方行政への無関心さや制定手続の煩雑さな

どを理由に、ホーム・ルールが必ずしも浸透していないとの指摘もみられる。加えて、昨今の経済

社会のグローバル化により、地方政府の抱える行政課題が、市や郡といった既存の行政区画を超え

て生じている点も重要である。さらに、大恐慌後のニュー・ティール政策以降、連邦補助金を通じ

て連邦政府と州政府及び地方政府の結びつきが強まった点もある。ホーム・ルールによる地方政府

の権限強化だけでは、現代的行政課題の解決には不十分である、という懸念は見逃せない。28こうし

てみると、ホーム・ルールを定めたとしても、行政課題の広域化・全国化、地方政府の財政基盤の

脆弱化、さらには市民参加や市民と行政の連携の欠如がみられるのであれば、法的意義は減殺され

てしまうといわざるをえないであろう。

それでは、ホーム・ルールは、現代経済社会において役割を失ってしまったのだろうか。復権の

鍵はもはや存在しないのだろうか。

(2) ホーム・ルールの意義を否定する見解

ホーム・ルールの意義を否定するものとして、やや長くなるが、TimothyMead 教授の見解を紹介

したい。29第一に、「ディロン・ルールは、州政府と地方政府間の関係に関する重要な法原則として

受け入れられた。」第二に、ノース・カロライナ州やアラスカ州のように、州の中には、地方政府に

対して広範な権限と裁量権を授与したところもある一方で、「地方政府の権限が他から与えられるま

でもなく、本来的に有する権限というのではなく(notinherent) 、あくまで権限行使を許可された(granted)

にすぎない州もみられる」。第三に、ホーム・ルールは、45州で実施に付されており、内容

的には2 グループに類型化が可能である。すなわち、「国家内の国家モデル(“imperiuminimperio"

なお、以下で『imperium モデル』という)」と州法型のホーム・ルール(以下では『州法型モデル』

という)である。30

前者の、imperium モデルでは、Mead 教授によると19州にのぼるとのことであり、地方政府の権

限を個別列挙する戦略がとられる。確定した権限が地方政府に委任(delegate)されるか、あるいは地
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方的事務として明文化(designate)される。この委任または明文化された権限は地方政府の排他的所

管事項である。これに対して、州法型モデルでは、Mead 教授によると26州にのぼるとのことであり。

「権限の分散化("devolutionofpowers")」に基礎が置かれる。この場合、州議会が憲法をもって授

権するか、あるいは、合衆国憲法か州憲法により禁止されていない限り、地方政府は、いかなる権

限の行使も認められるべきであるとされる。しかしながらMead 教授は、これらは制度論あるいは法

解釈論にすぎず「実質的にはいかなる観点からも、他のレベルの政府による判断に直面した場合に

は、地方政府は法的には無力(powerless)である」31と結論付けている。

この点を裏付けるものとして、法的には広範な裁量権を賦与されながらも、住民による財政統制

が厳しいことから、実質的にホーム・ルールが機能しなくなってしまったといわれるカリフォルニ

ア州の例がある。32カリフォルニア州では1879年の憲法改正でホーム・ルール条項が設けられた。33

内容的には、特定の地方政府を対象とする特別法の禁止や州による課税制限、広範な都市の権限の

付与が行われており、その後もホーム・ルールの規定範囲は拡大された。しかしながら、1978年に

「納税者の反乱」によってProposition13 が実施され、財産税の税率及び評価額に制限が付され、ま

た、州の財政関連法規による歳入規制の強化により、州内の地方政府の裁量権が骨抜きになった状

態を呈している。

同様に、ニューヨーク州でも、財政面の影響によりホーム・ルールの実効性が弱められている。34

ニューヨーク州では、1938年憲法に、地方政府の権限について広範に定められている。一章を設け

て地方政府のホーム・ルールに関する規定を置いており、積極的にホーム・ルールの制定権限につ

いて明示している。35一方、州政府は、財政面を中心として、ニューヨーク市を中心に地方自治にコ

ミットすることが多かった。これは、大都市部であることで比較的リベラルな土地柄である点も大

きい。しかしながら、大恐慌時点での地方政府の財政破綻の経験から地方政府の起債権を中心とす

る自治財政権に州法の規制がもともと強いうえ、1970年代のニューヨーク市の財政危機により一層

州の財政面での関与が強まったため、ホーム・ルールが存在しながらも、現実には機能する余地を

狭めてしまっている。

ホーム・ルールの広範な裁量権も、財源を伴わないか、あるいは、財政基盤が安定的に推移しな

い限り、法的にはともかく、事実上は機能しなくなるか、あるいは著しくその意義を失ってしまう

わけである。

（3) 新しい意義を見出そうとする見解

これに対して、ホーム・ルールに新しい意義や機能・役割を見出そうとする見解もある。これに

は政治的な役割に注目する考え方と、法的な機能を捉えなおそうとする考え方の二つが見られる。

前者の政治的な役割に注目する見解の例として、Elazar36は、ホーム・ルールが、必ずしも本来

の法的機能であるはずの地方政府の独立した権限行使にとって有効に機能しなかったとみる。特に、

州政府から地方政府への権限分散という点ではさほど大きな効果をもたらさなかったと分析する。

これは、地方政府の法的地位を強調してみても、現実には、地方政府の行政区画を超えて生じる外
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部性に関する諸課題("spillovers")が多いためである。しかしながら、現代の米国地方行政における

ホーム・ルールの「政治的機能」には注目する。それは、ホーム・ルールの制定により、地方政府

が地方的事項を独立して処理する、というよりも、自己責任が強まることから、spilloversに対処す

るためにむしろ州政府の担当部署(counterpart)との交渉の場面が充実する、という予期せぬ効果(Elazar

は州と地方政府との連携関係を重視する) が生まれている、というものである。

後者のホーム・ルールの持つ法的機能に着目する見解としては、経済開発、都市のスプロール化

現象、財政と生活の質(qualityoflife)における面での地方政府間の不公平、そして国際化問題にホー

ム・ルールを積極的に活用していくという考え方がある。373Sこれら四つの難問を解決するために、

地方政府の体質(nature)、特にホーム・ルール理論の核である地方政府の裁量権の範囲を見直す点を

強調する。組織体制の見直しと裁量権を含む地方政府の権限強化によって、都市における地方政府

のあり方を改善していこうとする「内部戦略("insidestrategies")」が、都市政府("citistates")の法的

権限付与への道を開くものとする。この、都市の権限を強化していく考え方としては、ホーム・ルー

ルからのアプローチではないものの、Frug 教授も指摘してお り、現在の地方政府が「力がない(powerless)

」といい、この状態の改善には、地方政府への純粋な権限委譲が必要であると主張してい

る。39

ここで注意すべきは、前者の政治的アプローチと後者の法的なアプローチは必ずしも対立するも

のではないという点である。前者がホーム・ルールの法的意義に疑問を提示しつつも、結果的にホー

ム・ルールの存在により政府間関係が深まるという見方をしているのに対して、後者はかかる「事

実上」の機能を法的機能に高めていく点で、前者の延長にあるという見方が可能である。いいかえ

れば現代社会でspilloversが生じるのは避けられない以上、地方政府は自らの責任のもとで正面か

ら難題に取り組むべきであるとみる。

たしかに、ホーム・ルールの意義を否定したところで、地方政府の抱える問題の解決には何ら解

答を与えるわけではない。むしろ、市民参加や市民・行政の連携の欠如の克服と、地方政府の財政

基盤の強化を前提に、ホーム・ルールを通じた自治体の裁量権の確立と拡大を指向することが、今

後も重要な視点であるものと思われる。

4 。 わ が国 の 自治 基本 条 例 に おけ る若干の考察

これまで論じてきたホーム・ルールをめぐる議論は、日本の自治基本条例における議論にも少な

からず関係する。とはいえ、栗本が指摘するように、「洋の東西を問わず、…およそ制度や組織の存

在には、必ずよってきたる由来と背景」40がある。特に、日本国憲法の制定過程におけるGHQ 側

と日本国政府との交渉過程で、ホーム・ルール憲章タイプの規定が憲法典中に盛り込まれなかった41

ことは、自治憲章を論じる法的基礎を弱めてしまった嫌いがあろう。

翻って考えてみるに、合衆国憲法では、日本の自治体に相当する地方政府に関して何ら規定を設

けていない。しかしながら、市民の自由を政府の介入から保護するという観点より、連邦政府、州
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政府ならびに地方政府間の権力の分離により、地方政府の存在が想定されていたものと考えられて

いる。42明文の法的位置づけのない米国における地方政府のホーム・ルールの位置づけが、ややイデ

オロギー色が強いとはいえ、憲法レベルの議論となっている以上、憲法上の法的存在である日本の

自治体の自治基本条例の議論もより深化することが期待されるところである。

最後に、米国ホーム・ルールの議論から、国内の地方自治に関して若干の考察を試みたい。

第一にスピルオーバーについて。現在の地方分権の議論では、国からの権限移譲というアプロー

チが主であった。これは中央集権国家である日本の統治構造上やむをえないところである。ただ、

今後は一層、国、都道府県、市町村の機能分担の議論が必要となってくる。廃棄物の不法投棄の問

題ひとつとってみても、一市町村の問題ではない。この点は、国、都道府県、市町村間における行

政コストの適正な配分と分担という観点からも重要な問題を提起している。同時に、国から地方へ

の税源移譲という一方通行の議論だけでは不十分であろう。

また、米国では、かねて政府間関係諮問委員会（ACIR:AdvisoryCommissiononIntergovern-mentalRelations

）が14の行政分野で州の役割が以前にも増して大きいと分析していた。具体的には、

①成長政策と土地利用、②住宅、③地方政府形態、④財産税、⑤刑事裁判制度、⑥コミュニティ開

発、⑦地方税制、⑧交通、⑨公衆衛生、⑩環境保護とエネルギー、⑩地方政府マネジメント、⑩都

市と郡の権限・機能・構造、⑨人事政策、⑩初等・中等教育が該当する。43もちろん、政府としての

州と日本の自治体の機能とを対比して論じることはできないが、自治基本条例の議論において、い

まいちど都道府県と市町村との関係を整理しておくことが重要ではないかと思われる。さらに、行

政機能毎における役割分担のあり方は、不断に見直しが必要である。

第二に市町村合併について。上述の議論は、合併の問題にもあてはまる。本稿の冒頭で論じたよ

うに、自治体の経営効率性向上は喫緊の課題であるが、経済・経営的要素のみで自治体のあり方を

論じる傾向が強すぎはしないだろうか。何を合併後の自治体に機能分担させるかの議論も重要であ

ると考えられる。それは、自治基本条例に何を書き込むか、にも影響する。行政区域の拡大は、行

政課題の拡大と多様化でもある。合併してできた、小さくて効率的であるはずの政府が、果たして

増大した行政課題に応えられるのだろうか。むしろ、Elazarが指摘したように他の政府レベルとの

交渉の場面が増加し、国や都道府県との連携の場面が増えることもあろう。このような視点で道州

制についても検討すべきではないかと思われる。

第三に自治基本条例の制定手続と税財源移譲について。米国のホーム・ルール制定においては、

州政府あるいは州知事が関与する場合がみられる。地方自治の制度的保障という観点からはマイナ

スに働くためにきわめて難しいところであるが、たとえば国や地方政府間での「協議」を必要とす

ることを条件に、自治基本条例を制定した自治体に対して、一定の税財源の移譲ないし付与を認め

るということも考えられる。前述した国や都道府県との連携の場面の延長として、あえて論じた次

第である。

自治基本条例を考えるにあたっては、地方分権や権限の分散化という視点だけでなく、権限の分

散と各政府レベルとの連携という、双方の視点が求められるのではないかと考える。
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【脚 注】1

自治基本条例自体は、これまでにも川崎市(1973 年) や逗子市(1992 年) で都市憲章という形式で条例案作
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護するために認められた概念である。具体的には、自治憲章制定権を中心とした自治権保障の制度である。

通常、ホーム・ルールというときにはこの意味であり、本稿でもこの意味で用いる。栗本雅和「homerule( ホー

ム・ルール)」『法学教室』、有斐閣、1994.6、p.33．4

ホーム・ルールの概要については、拙稿「日本版ホームルール策定に関する基礎研究一米国判例理論からみた
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LegalhistoryintheUnitedStatesdeclaresmunicipalitiestobetheagents.

creaturesanddelegatesofstategovernment.Insteadofenjoyingself-governance,

localgovernmentsmayactonlyintheareaspermittedbythestategovernment ・Homeruleisalegaltoolallowingmunicipalitiestoengageinmoreextensiveself-governmentthanispermissibleunderDillon'sRule.InJapan,someofthelocalgovernmentsintroduceasimilarsystemlikehomeruleintheU.S.underthedecentralizedera

。Thepurposeofthisresearchpaperistogiveahistoricaloverviewofhomerule,analyzeitslegalfunctionandexaminethestatusintheaspectofmoderncivilsociety.ItisessentialforlocalgovernmentsinJapannotonlytoenacthomerules.butalsotocooperatebetweenthecentralandlocalgovernmentsinordertowrestlewith

“spillovers"andotherproblemstobesolved.


